
特別区民税・都民税（住民税）の申告にあたって
　特別区民税・都民税（住民税）は国税である所得税とは別に、令和 5 年中（令和 5 年１月１日～令和 5 年 12 月 31 日）
の所得等の状況により、令和 6 年１月１日にお住まいの区市町村で課税される税金です。
　住民税の申告とは、適切に課税（非課税）を決定するために、必要な所得や控除の内容を申告書に記載し提出して
いただくことです。
　申告が必要か不要かは、令和 5 年中の状況により、２～３ページの A ～ F に分けられます。

申告の必要・不要　チェックポイント　（１ページ「申告判別フローチャート」と対応）
A 税務署へ所得税の確定申告が必要な人（税務署の問合せ先は１ページ参照）
１　事業所得や不動産所得のある人

２　給与所得者で次に該当する人
（1）給与収入が 2,000 万円を超える人
（2）給与所得以外に不動産所得等、他の所得が 20 万円を超える人（住民税は 20 万円以下でも申告が必要です）
（3）2 ヵ所以上から給与を受けている人（全ての給与を合算して年末調整されている人を除く）

３　土地・建物等を売却した人

税務署へ所得税の確定申告をした場合は、区役所へ特別区民税・都民税（住民税）の申告は原則必
要ありません。確定申告については税務署にお問合せください。ポイント

B 区役所へ特別区民税・都民税（住民税）の申告が必要な人
１　令和 6 年１月１日現在、渋谷区に住んでいる人で、前年中（令和 5 年１月～令和 5 年 12 月）に所得があり、次

に該当する人
（1）給与収入のある人で、勤務先から渋谷区に給与支払報告書が提出されていない人
（2）令和 5 年中（令和 5 年１月～令和 5 年 12 月）に退職して、令和 6 年１月１日現在、就職していない人
（3）給与や公的年金等を受給されている人で、源泉徴収票に記載されていない各種控除（扶養親族・寡婦・ひと

り親・障害・社会保険料等）の追加をしたい人
※控除の追加をするため、税務署へ確定申告をした人は、区役所への申告は不要です。

２　令和 6 年１月１日現在、渋谷区に住んでいない人で、渋谷区内に事務所・事業所のある人
　詳細はお問合せください。

申告を怠ると、控除が少ない状態で税額計算が行われるため、決定される住民税額が高くなる場合
があります。また、申告されていない所得が判明したときには、課税された税額を一度に納めるこ
とになる場合があります。

ポイント

C 申告が不要な人（勤務先や年金支払者等から区役所へ課税資料が提出されている）
１　給与収入のみの人で、勤務先が区役所に給与支払報告書を提出済みの人

※勤務先が複数ある場合は、全ての勤務先から給与支払報告書が提出される必要があります。
※不明な場合は勤務先に確認してください。

２　公的年金等の収入のみの人

申告をしていなくても、区役所に提出された課税資料（給与支払報告書、公的年金等支払報告書）
に基づき住民税の計算が行われます。ただし、扶養親族や社会保険料等の各種控除は課税資料に記
載されているとおりとなりますので、控除の追加がある場合は申告が必要となります。

ポイント

D  申告が不要な人（あなたを扶養している人が確定申告や渋谷区へ申告をしている）
　所得の合計が 45 万円以下で、親族に扶養されている場合は、扶養している人が申告や扶養親族として年末調整を
していれば、あなた自身の申告がなくても非課税の決定がされます。ただし、以下のいずれかに当てはまる場合は、
F を確認してください。
・あなたを扶養している人が令和 6 年 1 月 1 日現在、渋谷区以外にお住まいの場合
・あなたを扶養している人が配偶者で、かつ所得の合計が 1,000 万円を超える場合
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E 申告が不要な人（課税される所得がない）
　課税される所得がない場合は、所得税や特別区民税・都民税（住民税）の申告をする義務はありません。ただし、
申告をしなかった場合は、未申告となり非課税の決定がされません。そのため、非課税の証明書が必要な場合は申告
が必要になります。（親族に扶養されている場合は D を、それ以外の人は F を確認してください。）

F 非課税の決定が必要なため、申告が必要な人
１　国民健康保険・後期高齢者医療制度・国民年金・介護保険の保険料算定や、児童手当・児童扶養手当・児童育成手当・

就学援助・保育料・公営住宅関係の区分判定等のため、非課税の決定が必要な人

２　その他の理由で非課税の証明書が必要な人

申告をしない場合は「未申告」となるため、非課税の決定はされません。その結果、保険料や負担金、
公営住宅の家賃等が高くなることや、手当等が受けられなくなることがあります。また、申告期限
を過ぎてから申告をされた場合は、非課税の決定までに時間がかかり、各制度の締切日に間に合わ
なくなることがあります。

ポイント

申告が必要な人へ【申告書の記載方法・申告に必要な資料等】　B または　F に該当する人
申告書の記載方法

・ F に該当する人は４ページ（「申告書の記載方法（課税される所得がなかった人）」を参照してください。
・ B に該当する人は５～ 14 ページ（「申告書の記載方法（課税される所得があった人）」を参照してください。

申告に必要な資料
１　個人番号（マイナンバー）確認書類と身元確認書類

個人番号（マイナンバー）確認書類 身元確認書類

【いずれか１点】
マイナンバーカード（裏面）、マイナ
ンバーの記載がある住民票の写し、通
知カード（※）、など

【いずれか１点】
マイナンバーカード（表面）、運転免許証、旅券（パスポート）、在留カー
ド、身体障害者手帳など

【いずれか２点】
国民健康保険証、健康保険証、後期高齢者医療被保険者証、介護保険証、
年金手帳、資格証明書（写真なし）、母子健康手帳、住民票の写し（マイ
ナンバー記載なし）、納税通知書など

　（※）通知カードは、記載事項に変更がない場合、または正しく変更手続されている場合に限ります。
２　所得を証明する資料（給与・公的年金…源泉徴収票、報酬…支払調書等）
３　各種証明書、領収書（国民年金保険料・生命保険料・地震保険料・寄附金等）または明細書（医療費）の原本。ただし、

源泉徴収票に記載のある分については提出不要です。
※源泉徴収票、各種証明書等の添付書類は申告書に貼らずに提出してください。
※郵送による提出で各健康保険等の被保険者証のコピーを添付する場合、保険者番号及び被保険者等記号・番号を

マスキングしてください。

作成に関するご案内
　紙の申告書に記載する方法以外に、税額シミュレーションシステムのページ案内に従って入力・印刷することで申
告書を作成することもできます。（郵送による提出が必要です。）
　システムで申告書を作成した人で、区から申告書が送付されている場合は、作成した申告書の「宛名番号」欄に、
区から送付された申告書に印字されている宛名番号（８桁）を転記してください。

（例）

※税額シミュレーションシステムは渋谷区ポータルで確認してください。
　こちらの QR コードを読み取ると該当のページに移行します。
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